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2B16 キヤノンの技術革新に 見る技術のスピルオーバー 
は受術 ， DNA の伝播 ノ 

0 松本清女 ( キヤノン ) , 渡辺千切 ( 東工大社会理工 ) 

この研究は、 キヤノンのカメラから 光学機器、 って、 一連の技術開発商品実現には、 さらに 広 

情報・通信機器、 複写機、 コンピュータ 周辺 機 い 技術裏 付けが必須となる。 ここでは、 技術 確 

器に至る多角化黍跡分析の 一環として、 商品 レ 立 な 、 キヤノンの 1976 午から 2000 午にいたる 

ベルの分析としてプリンタに 視点を据えた 技術 米国登録特許に 関して、 分野ごとの特許件数・ 

商品開発・市場への 普及の分析を 行い、 全社 レ シェアの推移を 調べ、 ハーフィンダール 指数を 

ベルでは、 米国登録特許による 分析を行い、 技 応用して、 キヤノンの多角化を 分析する。 

術の スピルオーバーからみたキヤノン 多角化の 

検証を試みたものであ る     2. プリンタに視点を 据えた技術商品開発・ 市場 

への普及の分析 

1.  序 
2.1 プリンタの開発・ 軌跡のレビュー 

(1) プリンタに視点を 据えた技術商品開発 (1) プリンタ技術開発の 構造的背景 

企業にとって、 技術商品の開発タイミンバの キヤノンでは、 1967 年にカメラから 事務 機へ 

見極めが競争力の 決め手となっている (Onihata,  の多角化が明確にされていて、 コンピュータ 端 

Watanabe,2000[2]) 。 特に世代を有する 技術開発 天機器に対するトップの 関心が高かった。 そこ 

商品においては、 次世代製品への 切り替え、 そ で開発された 複写機をプリントアウト 部に活用 

れまでに蓄積された 技術の有効活用が 決定的に して、 回転 鐙 ・レーザ変調 器 ・ 結俊 光学系など   

重要になる。 キヤノンは、 世界の情報化の 進展 からなるレーザ 走査技術を、 コンビュータ 信号 

に 伴 う プリンタニーズにいち 早く応えⅡ 970 年 と 組合せることで、 高速高画質のプリントアウ 

代央 ばの大型レーザビームプリンタから、 1980 @ が 可能になるというアイデアが 生まれ、 これ 

年代 央 ばのレーザビームプリンタ、 1990 年の バ が レーザビームプリンタ (LBP) に発展した。 

ブルジェットプリンタの 開発に成功し、 市場で 一方位の記録技術の 研究開発から、 インク ジェ 

も 大きなシェアを 獲得した。 これは、 ブリンタ ット 方式が研究課題として 敗ヒげられ、 これが 

の 世代間のタイミングが 適切であ ったこと、 社 バブルジ ニットプリンタ (BJ) に結実した。 

内 技術の有効活用が 挙げられる。 このような 視 
(2) 第一世代プリンタの 開発 : 大型レーザ ビ一 

点から、 各世代間の相互触発、 各技術、 技術 商 
ム プリンタ (LLBP) 

品の開発・導入・ 普及について 分析する。 
事務機への多角化の 成果であ る複写機の応用 

(2) 技術のスピルオーバーからみたキヤノンの を軸に、 中央研究所のプロジェクトとして LBP 

多角化 の開発が推進され、 1975 年米国のコシピュータ 

一方、 個々の技術開発商品は 、 多くの技術と 分野の展示会に、 第一世代ブリンタとして LBP- 

それらの複合化によって 初めて実現される。 従 4000 を出品して高い 評価を得た。 当時はレーザ 

光源として実用化されていたのは He-Ne ガス レ 
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(3) 第二世代プリンタの 開発 : 小型半導体レー 

ザビームプリンタ (LBP) 

次にレーザの 小型化について、 当時光通信用 

としてようやく 信頼性が確立されつつあ った 半 

導体レーザの 検討を開始した。 併せて光学系の 

小型化も推進された。 また、 エンジンであ る画 

像形成ユニットには、 当時最も実績があ った複 

写機 (NP- L5) の本体を使い、 1979 年 LBP-l0 

として発売された。 LBP - l0 と、 当時開発が進 

められていたカートリッジ 技術による、 複写機 

の サービスフリー・ パ一 ソナルコピア PC  -l0/20 

を結びつけ、 1984 年メンテナンス・サービスフ 

リ 一でさらなる 小型を実現した LBP - CX が 開 

発された。 本格的な小型 LRP の市場導入であ る。 

これは当時から 起こりつつあ ったパソコン 市場 

に LBP を導入させるさきがけとなった。 

(4) 第三世代プリンタの 開発 : バブルジェット 

プリンタ (BJ) 

インクジェットは、 インク滴をノズルから 吐 

出させ、 文字や画像を 形成させる記録方式であ 

る。 当時のインクジェットは、 画質・速度・メン 

テナンスなど 未完成な技術であ り参入の余地が 

あ ると思われ、 1970 年後半インクジェットのバ 

ループが製品技術研究所に 組織された。 このグ 

ループは 、 熱によるインク 吐出という新方式を 

発見し、 熱に強いインク 材料・高速化のための 

マルチヘッドの 開発をし、 またキヤノンの 得意 

技術であ る精密技術を 始めとする諸技術が 応用 

され、 1981 年技術展示がされ、 高速記録，デジ 

タル・カラ一などの 観点から高い 評価を得た。 

独自技術のこの 方式はバブルジェット (BJ) と 

正式名付けられた。 その後 ORM 主体の事業を 

経て、 1990 年第三世代プリンタとして、 個人や 

家庭向け BJ プリンタ BJ-]0 シリーズが発売され 

た ( キヤノン， 1987  [6]) 。 

その後、 LBP  は、 1992  年累積生産台数が 1,000 

万台、 1996  年に同 2,000  万台、 BJ  は ]994  年に 

同 ],000  万台、 1996  年に同 2,000  万台を達成し 

た。 かっ 2000  年には、 LBP  と BJ が含まれる コ 

ンピュータ周辺機器の 売上高に占める 割合は、 

50%0 になっている ( キヤノン， 2000[5D)o 

2.2 プリンタ開発・ 普及における 社内資源の有 

効活用 

Matsumoto,etal.[1] は、 疫学モデルを 用いて、 

3 世代のブリンタの 市場規模、 普及速度、 製品 

0 市場投入のタイミンバについて 実証的に分析 

し、 LBP と BJ の普及速度を 比較すると、 BJ の 

方が LBP よりも速いことを 明らかにした。 

これは、 BJ においては、 し BP で培われた販売 

ルート、 人材、 様々な経験などの 蓄積が活用で 

きたことを物語っている。 これについては、 岩 

井 (@998[4]) も、 BJ は、 技術的には新規であ る 

が、 市場的には、 LBP の開拓した販売ルートが 

活用された製品であ り、 市場リスクは 相対的に 

低かったことを 指摘している。 

また、 R.r は自社の技術を 活用して、 小型化、 カ 

ラー化、 高精細化、 高速化といった 諸技術を確立 

し実現させた 新商品であ る ( キヤノン， 2000[7]) 。 

このように、 キヤノンでは、 多角化や新製品 

開発において、 それまで社内に 蓄積されてきた 

技術・資産を 有効に活用してきたことがうかが 

える。 これは、 BJ の開発に限ったことではなく、 

例えば、 LBP の成功について、 遠藤一郎専務は、 

複写機の独自技術 NP 技術を核にして、 半導体 

レーザ、 ポリゴンミラー、 レーザ走査㈹ための 

レンズなどをいちはやくモノにして、 それを ぅ 

まくまとめあ げたこと、 そして複写機から 応用 

されたカートリッジの 技術を応用できたことだ 

としている ( 米山Ⅱ 996[ 几 ]) 。 また、 伊丹 (200] 

[3]) は、 電卓戦争の時期にカメラから 電卓とい 

ラ エレクトロニクス 事業に進出しょうとして、 

電卓戦略自体は 失敗したが、 そのプロセスで 培 

ったエレクトロニクスの 開発力や流通ルートが 

複写機ビジネスでの 成功のひとつの 基礎となり   

さらには、 幅広くプリンタ や カメラの電子化の 

ための技術的基盤となっていたと 述べており、 

同様の指摘をしている。 

それまで培った 技術を活かしつつ、 いかに 新 
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しい時代のものへ 進んで行くかが 重要になる。 

まさに自社のコアコンピタンスは 何か 、 常に問 

いかけることが 重要となると 考えられる。 

3. 技術のスピルオーバーからみたキヤノン 

の多角化 

多角化度指数 二 1 一 ㍉各分類のシェア ), 

米国登録特許分類件数からみた 多角化指数は、 

1976 年の 0.830 から、 2000 年 0 ， 908 と推移して 

いる。 そして 1986 午前後で大きく 変わることが 

わかった。 すなわち 1976 ～ 1986 年まで は 多角化 

が大きく進捗した 期間であ る。 この期間の登録 

3.1 米国登録特許分類毎の 件数からの分析 

会社レベルでの 技術の多角化を 分析するため 

に、 技術を表す指標として 米国登録特許を 用い 

た。 米国登録特許に 着目したのは、 キヤノンに 

とって米国は 常に重要な市場であ り、 重要な特 

許は米国での 権 利確立をめざすと 考えられるか 

らであ る。 

1976 ～ 2000 年キヤノンの 米国登録特許件数 

を 分類別にカウントした。 当該米国登録特許件 

数は 20 ユ 52 件であ った。 これをキヤノンの 事業 

分野に近い分野にまとめ、 その推移を示したも 

のが 図 Ⅰであ る。 

特許分類数は、 1976 年 34 が、 1986 年 54 と、 

58.8% 。 増加しており、 新登録分類には、 トナ一 

など消耗品、 X 線システム、 画像解析、 電話、 

半導体デバイス、 テレビ信号処理、 太陽電池な 

・どの分類があ る - 業界的に見てもこの 時期は、 

精密機械産業がエレクトロニクス 分野に参入し 

た時期であ り ( 後藤晃， 1993 [8]) キヤノンの新 

規登録分類と 多くの分類が 重なる。 

図 1 、 多角化指数、 また各分野の 件数リスト 

から、 各分野のコア 技術、 そしてその結果とし 

ての多角化 DNA の継承、 増殖がうかがえる ， 

キヤノンにおいては、 この時期に多角化が 進 

む 一方で、 それぞれの商品に 共通に利用できる 
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図 1 米国登録特許数の 推移 (1976-2000) 

次に、 過去 25 年間の累積登録件数が 100 件以 

上の 33 分類 ( 該当件数は 17,926 件で、 米国登 

録件数の 88.5% をカバ一 ) ごとの件数シェアを 

算定して、 各シェアの二乗礼二産業の 集中度を 

技術の開発も 同時に進められてきた。 1970 年代 

から、 全社的に電子技術による 電子化が推進さ 

れ、 カメラ、 複写機等の制御にマイクロコンビ 

ュー タ が採用された。 図 2 に 以 Ⅱ : を示す・   
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示すハーフィンダール 指数を算定し、 キヤノン 

の多角化度指数 ( 米国登録特許分類毎の 件数の 

多角化度 ) を以下の式で 分析した。 

3.2 多角化した技術を 有効活用するための 共通 

技術一画像処理技術 

，この多角化度指数の 式は、 後藤 r @993 [8] を参照 
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一 を増大させる 役割をも果たす。 

これまで培った 個別技術がインターネット 環 

境などデジタル 化されることで、 新しい可能性 

が生み出される。 個々の技術商品は、 まさに 多 

くの固有技術とその 複合化によって 実現させる。 
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4. 考察と今後の 課題 

「既存の能力を 活かしながら、 あ るいは利用 

しながら、 それまでにない 異なる能力を 築いて 

いく」 ことが企業の 持続的競争優位の 源泉とい 

われる ( 米山 r 1996[ 川 ]) 。 キヤノンの 3 世代に 

渡るプリンタは、 情報化の到来というインステ 

ィチューションの 変容をうまく 捕らえ、 技術革 

新・伝播・普及のダイナミズムを 創 けだし、 世 

代を超えた好循環を 形成した。 また米国登録 特 
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